
○各務原市水道事業給水条例施行規程 

平成１０年３月３１日 

水道事業管理規程第１号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、各務原市水道事業給水条例（平成１０年条例第２１号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（給水装置等の工事の申込み） 

第２条 条例第４条第１項又は第２６条第３項の規定による申込みは、給水装置等工

事申込書（様式第１号）により行うものとする。 

（指定工事業者の指定及び更新） 

第３条 市長は、水道法（昭和３２年法律第１７７号）で定めるところにより、指定

給水装置工事事業者（以下「指定工事業者」という。）としての指定及び指定の更

新を行う。 

（指定工事業者証の交付等） 

第４条 市長は、指定工事業者としての指定及び指定の更新を行ったときは、速やか

に、当該指定工事業者に各務原市指定給水装置工事事業者証（以下「指定工事業者

証」という。）を交付するものとする。 

２ 指定工事業者は、指定工事業者証を汚損し、又は紛失したときは、市長にその再

交付を申請することができる。 

３ 指定工事業者は、給水装置工事の事業（以下「事業」という。）を廃止したとき、

又は水道法第２５条の１１第１項の規定により市長から指定の取消しを受けたとき

は、指定工事業者証を市長に返納しなければならない。 

４ 指定工事業者は、事業を休止したとき、又は次条の規定による指定の効力の停止

を受けたときは、その休止又は停止の期間において、指定工事業者証を市長に返納

しなければならない。 

（指定工事業者の指定の停止） 

第５条 市長は、指定工事業者が水道法第２５条の１１第１項各号のいずれかに該当

する場合において、指定工事業者にしん酌すべき特段の事情があるときは、指定の



取消しに代えて、６月を超えない期間を定め、当該指定の効力を停止することがで

きる。 

（指定工事業者の指定等の公示） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その都度、その旨を公示す

る。 

（１）指定工事業者としての指定及び指定の更新を行ったとき。 

（２）指定工事業者から事業所（市の給水区域について事業を行う事業所に限る。）

の名称若しくは所在地の変更又は事業の廃止、休止若しくは再開の届出があった

とき。 

（３）指定工事業者としての指定を取り消したとき。 

（４）指定工事業者としての指定の効力を停止したとき。 

（指定工事業者による給水装置工事） 

第７条 条例第６条第２項に規定する設計審査は、給水装置等工事申込書に記載され

た事項により行うものとする。 

２ 指定工事業者は、条例第６条第２項に規定する設計審査を受けた給水装置工事の

内容を変更するとき、又は給水装置工事を取りやめるときは、遅延なく、市長に届

け出なければならない。 

３ 条例第６条第２項の工事完成検査を受けようとする指定工事業者は、当該工事完

成後、速やかに、給水装置工事完成届（様式第２号）を市長に提出しなければなら

ない。 

４ 指定工事業者は、前項の工事完成検査を受けた場合において、手直しを要求され

たときは、指定された期間内にこれを行い、改めて市長の検査を受けなければなら

ない。 

（工事費の後納等） 

第８条 条例第９条第１項ただし書の規定により、給水装置工事費のうち修繕工事そ

の他特別の事情のある工事に係る費用については、これを後納することができる。 

（給水契約の申込み） 

第９条 条例第１３条の規定による申込みは、水道使用開始届（様式第３号）又は口



頭、電話その他市長が適当と認める方法により行うものとする。 

（総代人による届出） 

第１０条 条例第１４条第２項又は第３項の規定による届出（同項第３号に係る届出

を除く。）は、総代人（新規・変更）届（様式第４号）により行うものとする。 

２ 条例第１４条第３項の規定による届出（同項第３号に係る届出に限る。）は、共

同住宅等使用戸数届（様式第５号）により行うものとする。 

（量水器の設置場所の管理） 

第１１条 水道使用者等は、量水器の設置場所に、その点検の妨げとなる工作物の設

置又は物の放置をしてはならない。 

（使用中止等の届出） 

第１２条 条例第１７条第１項又は第２項の規定による届出は、水道使用中止・閉栓

届（様式第６号）又は口頭、電話その他市長が適当と認める方法により行うものと

する。 

２ 条例第１７条第３項の規定による届出は、給水装置使用者・所有者変更届（様式

第７号）又は口頭、電話その他市長が適当と認める方法により行うものとする。 

３ 条例第１７条第４項の規定による届出は、給水装置使用者・所有者変更届にその

経緯を明らかにする書類を添えて行うものとする。 

（消火栓の使用） 

第１３条 消火栓は、消防用以外に使用してはならない。 

（定例日） 

第１４条 条例第２２条第１項に規定する定例日は、１日から１４日までの間に設け

るものとする。 

（共同住宅等の料金算定の特例の申請） 

第１５条 条例第２４条第３項の規定による申請は、共同住宅等の水道料金算定の特

例適用申請書（様式第８号）に共同住宅等使用戸数届を添えて行うものとする。 

（給水装置立入検査職員証） 

第１６条 水道法第１７条第２項に規定する証明書は、各務原市水道事業給水装置立

入検査職員証（様式第９号）とする。 



（料金等の軽減又は免除） 

第１７条 条例第３０条の公益上その他特別の理由は、次に掲げるものとする。 

（１）旧川島町との合併に伴う給水装置の工事に関すること。 

（２）使用者の責に帰さない漏水に関すること。 

（３）PFASの暫定目標値の超過に伴う飲用井戸使用者の給水装置の新設工事に関す

ること。 

（４）その他市長が特に必要と認める事情があること。 

２ 前項各号の理由に係る軽減又は免除の具体的な基準については、市長が別に定め

る。 

（料金の支払請求権の放棄） 

第１８条 条例第３０条の２の規定により、市長は、消滅時効が完成した料金の支払

請求権のうち、債務者が死亡、行方不明その他これに準ずる事情にあるため徴収の

見込みがないと認めるときで、次の各号のいずれかに該当するものについては、こ

れを放棄することができる。 

（１）債務者が死亡し、料金債務を相続する者がいないとき。 

（２）債務者の所在が調査しても不明であるとき。 

（３）破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条、会社更生法（平成１４年法

律第１５４号）第２０４条その他の法令の規定により、債務者が料金債権につき

その責任を免れたとき。 

（４）その他市長が相当と認めるとき。 

（給水停止の通知） 

第１９条 市長は、条例第３３条の規定により給水を停止するときは、あらかじめ、

水道の使用者（総代人が選定されている場合にあっては、総代人）にその旨を通知

するものとする。 

（給水装置の廃止の届出） 

第２０条 条例第３４条第１項の規定による届出は、給水装置廃止届（様式第１０号）

により行うものとする。 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及び自主検査） 



第２１条 条例第３６条第２項の規定による管理及び検査は、次に定めるところによ

るものとする。 

（１）次に掲げる管理基準に従い、管理すること。 

ア水槽の掃除を１年以内ごとに１回、定期に行うこと。 

イ水槽の点検等有害物、汚水等によって水が汚染されるのを防止するために必要

な措置を講ずること。 

ウ給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常

を認めたときは、水質基準に関する省令（平成１５年厚生労働省令第１０１号）

の表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

エ供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直ちに給水

を停止し、かつ、その水を使用することが危険である旨を関係者に周知させる

措置を講ずること。 

（２）前号の管理に関し、１年以内ごとに１回、定期に、簡易専用水道以外の貯水

槽水道の設置者が給水栓における水の色、濁り、臭い、味に関する検査及び残留

塩素の有無に関する水質の検査を行うこと。 

（施行基準） 

第２２条 条例第７条第３項又は第８条第４項に規定する事項、条例第２８条第２項

の基準その他の給水装置等の工事の施行に係る必要な事項については、施行基準で

定めるものとする。 

（その他） 

第２３条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に各務原市水道事業給水条例施行規則及び各務原市水道事

業経営審議会条例施行規則を廃止する規則（平成１０年規則第１４号）の規定によ

る廃止前の各務原市水道事業給水条例施行規則（昭和４３年規則第１５号）の規定

により提出されている届出書、申請書等は、それぞれこの規程の相当規定により提

出されたものとみなす。 



３ 民間活動に係る規制の改善及び行政事務の合理化のための厚生省関係法律の一部

を改正する法律（平成８年法律第１０７号）附則第２条第２項の規定による届出を

行おうとする者は、各務原市水道工事業者公認規程を廃止する訓令（平成１０年訓

令第２号）の規定による廃止前の各務原市水道工事業者公認規程（昭和４２年訓令

甲第１号）第６条第１項の規定により交付された水道工事業者認可証及び水道工事

業者標示板並びに同規程第８条第２項の規定により交付された水道業務従事者登録

証及び水道業務従事者き章を市長に返納しなければならない。 

４ 市長は、前項の届出があったときは、速やかに、当該指定工事業者に指定工事業

者証を交付するものとする。 

５ 川島町の編入の日の前日までに、川島町水道給水条例施行規程（平成６年川島町

訓令第１１号）の規定によりなされた給水装置の新設等の申込みの手続その他の行

為は、この規程の相当規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成１１年水管規程第４号） 

この規程は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年水管規程第８号） 

この規程は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年水管規程第３号） 

１ この規程は、平成１３年１０月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に改正前の様式により作成されている用紙は、この規程の

施行の日以後においても、当分の間、使用することができる。 

附 則（平成１４年水管規程第２号） 

この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年水管規程第２号） 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に様式の規定に基づいて作成されている用紙は、この規程

の規定にかかわらず、当分の間、所要の修正を加えて使用することができる。 

附 則（平成１６年水管規程第４号） 

この規程は、平成１６年１１月１日から施行する。 



附 則（平成１８年水管規程第５号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年水管規程第４号） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年水管規程第２号） 

１ この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に存する改正前の各務原市水道事業給水条例施行規程の規

定により作成されている用紙は、この規程の施行の日以後においても、当分の間、

所要の修正を加えて使用することができる。 

附 則（令和２年企管規程第１号） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第１６条の規定は、この規程の施行の日以後に各務原市水道事業給水条

例（平成１０年条例第２１号）第１３条の規定により給水契約の承認を受けた者に

係る当該給水契約による料金の支払請求権の放棄について適用し、同日前に同条の

規定により給水契約の承認を受けた者に係る当該給水契約による料金の支払請求権

の放棄については、なお従前の例による。 

３ この規程の施行の際現に存する改正前の各務原市水道事業給水条例施行規程の規

定により作成されている用紙は、この規程の施行の日以後においても、当分の間、

所要の修正を加えて使用することができる。 

附 則（令和３年企管規程第５号） 

１ この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

２ この規程の施行の際現に存する改正前の各務原市水道事業給水条例施行規程の規

定により作成されている用紙は、この規程の施行の日以後においても、当分の間、

使用することができる。 

附 則（令和６年企管規程第１号） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（令和７年企管規程第２号） 

１ この規程は、令和７年４月１日から施行する。 



２ この規程の施行の際現に存する改正前の様式第１号及び様式第４号から様式第６

号までの規定により作成されている用紙は、この規程の施行の日以後においても、

当分の間、所要の修正を加えて使用することができる。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第９条関係） 

様式第４号（第１０条関係） 

様式第５号（第１０条、第１５条関係） 

様式第６号（第１２条関係） 

様式第７号（第１２条関係） 

様式第８号（第１５条関係） 

様式第９号（第１６条関係） 

様式第１０号（第２０条関係） 

 


